
（別紙様式）                                                                             （Ａ３判横）

令 和 ５ 年 度 学 校 自 己 評 価 シ ス テ ム シ ー ト （ 県 立 上 尾 特 別 支 援 学 校 ）

目 指 す 学 校 像 キャリア教育を推進し、豊かに生きる力を育てる学校 ※学校関係者評価実施日とは、最終回の

学校評価懇話会を開催し、学校自己評

価を踏まえて評価を受けた日とする。

達

成

度

Ａ ほぼ達成(８割以上)

重 点 目 標

１ 個に応じた授業づくりとキャリア教育の視点を生かした教育課程の編成・実施による質の高い

学校教育の充実

２ 地域との連携とセンター的機能の充実

３ 安心安全な学校づくりの推進（危機管理、不祥事防止と教職員の働き方）

Ｂ 概ね達成(６割以上)
出席者 学校関係者   １２名

    生徒       ３名

    事務局(教職員) １０名
Ｃ 変化の兆し(４割以上)

Ｄ 不十分(４割未満)

  ※ 重点目標は３つ以上の設定も可。重点目標に対応した評価項目（年度達成目標を意味する。）は複数設定可。
  ※ 番号欄は重点目標の番号と対応させる。評価項目に対応した「具体的方策、方策の評価指標」を設定。

学 校 自 己 評 価 学 校 関 係 者 評 価

年 度 目 標 年 度 評 価 （ ２ 月 １ 日 現 在 ） 実施日 令和６年２月２０日

番号 現状と課題 評価項目 具体的方策 方策の評価指標 評価項目の達成状況 達成度 次年度への課題と改善策 学校関係者からの意見・要望・評価等

１

【現状】自立活動専任や特別非常勤講
師等との協働的な取組を通して、児童
生徒の見立てや個に応じた指導支援が
充実してきている。
【課題】コロナ禍の影響や業務の多忙
化もあり、教職員間のコミュニケーシ
ョンが希薄になりがちであり、学び合
いの土壌を醸成する必要がある。

個に応じた指導の充実に
向けた教職員の専門性の
向上

①自立活動専任や年間 30 回の特
別非常勤講師等との取組等を通
して、個に応じた具体的な指導
支援を実践する。（通年）<総合
支援部>
②プロジェクト・アドベンチャ
ーの手法を取り入れた研修会等
を通して、教職員の学び合いの
意識を高める。（通年）<企画委
員会>

①自立活動専任や特別非常勤講
師等との取組等を通して、個に
応じた具体的な指導支援を実践
できたか。
②プロジェクト・アドベンチャ
ーの手法を取り入れた研修会等
を通して、教職員の学び合いの
意識を高められたか。

①計４１ケースの特別非常勤講師
等・自立活動専任との連携を通し
て、個に応じた具体的な指導支援の
充実につながった。
②神川げんきプラザから講師を招聘
し、全校研修会を実施した。研修会
後のアンケートでは「満足」「非常
に満足」と回答する教職員が 100％
に達し、学び合いの土壌を高めるこ
とができた。

Ａ 〇特別非常勤講師等との連携
後のフォローアップについて
は、担任及び総合支援部と共
同で行える環境を整える必要
がある。
〇学び合いの土壌は高まって
きているため、さらなる教職
員の専門性の向上に向けた取
組を検討していく。
〇教育課程検討委員会と研究
部、各教科会との連携を深
め、各教科等の目標を指導内
容についての理解をさらに深
めていく必要がある。

〇特別非常勤講師等との連携後のフォロー
アップについては、年間 10 回実施のフォ
ローアップの中で、その日に伝えたもの
を、次年度に継続し次につなげていく仕組
を作っていけるとより個に応じた指導の充
実につながる。
〇満足度、理解度も高まった研修会を踏ま
え、児童生徒への日々の具体的な支援が充
実したものになっている。次年度には具体
的な変化（データ等）も盛り込めるとより
研修の成果が分かりやすいものになる。報
告会の実施は年度末１回ではなく、年度途
中での報告（中間報告会等）もあるとさら
に良い。
〇すべての指導が結びついていることを組
織内で共通認識にしていくことはとても重
要である。立場の違う教職員同士を意識し
て関わる取組を作っていくことは今後も継
続していってほしい。

【現状】校内研修会等を通して、実態
把握・環境設定・教材の工夫の３つの
要素を踏まえた指導・支援の改善を図
ってきた。
【課題】学部ごとの実践は深まってい
るが、指導内容等、学部を越えた系統
性については、引き続き検討が必要で
ある。

各学部段階で学ぶべき将
来につながる力の育成を
意識した指導支援の実践

①「教育課程の土台作り」等に
関する校内研修会を年８回行
い、報告会を通して成果を共有
する。（３月）<研究部>
②年間指導計画の検討等を通し
て各教科等の目標や指導内容に
ついて理解を深める。（通年）<
教育課程検討委員会>

①「教育課程の土台作り」に関
する校内研修会を年８回行い、
報告会を通して成果を共有でき
たか。
②年間指導計画の検討等を通し
て各教科等の目標や指導内容に
ついて理解を深められたか。

①年８回の全体研修会を通して「各
教科等を合わせた指導」についての
知識を深めた。年度末に報告会を実
施予定である。
②年間指導計画の検討には至らなか
ったが、全体研修会を通して、各教
科等の目標や指導内容についての理
解は深まった。

Ａ

２

【現状】オンラインでの交流や動画を
活用した間接的な交流だけでなく、地
域の活動に参加するなど、少しずつ対
面での交流も増えてきている。
【課題】
交流および共同学習や支援籍学習につ
いては引き続き実施方法の工夫が必要
である。地域での活動については生徒
の実態やニーズに応じた取組について
検討が必要である。

地域とのつながりや地域
での活動等を大切にした
教育活動の実施

①交流校との連携を十分に図
り、交流及び共同学習を行う。
(小 2 回、中 1 回、高 1 回実施予定)
＜学部＞支援籍学習において、
直接交流の実施を中心に、ＤＶ
Ｄを活用した事前学習などを通
して実践を深める。（通年）<小
中学部・支援部>
②地域での活動等については児
童生徒の実態に応じ、継続的に
活動できる機会と活動場所を充
実する。（通年）＜進路指導
部・高等部＞

①交流及び共同学習、支援籍学
習を実施し、児童生徒の意識や
行動に変容が見られたか。
②事業所見学等、地域の理解を
得て活動する機会を増やすこと
で、児童生徒の意識や行動に変
容が見られたか。

①小学部、中学部は対面での直接交
流を実施した。児童生徒にとって普
段関わりのない同世代の友達と触れ
合う良い機会となった。支援籍学習
では対面での直接交流を実施できる
機会が増えた。
②職場見学では、事前事後学習を通
して働くことへの意欲をもたせるこ
とができた。学区内事業所見学では
見学及び体験活動を通して生徒の進
路に対する意欲が高まった。また、
学区内５つの事業所で物品販売に協
力することができた。

Ｂ 〇交流及び共同学習について
は今年度並みに実施し、双方
にとって有効な交流を検討し
ていく。

〇高等部の校外での頒布活
動については、より多くの
生徒が参加できる環境を検
討していく。

〇ボランティアの活用につ
いては人数、回数を増やす
ために、養成講座の再開に
向けて検討が必要である。

〇校内支援の充実に向けて、
検査等を用いたアセスメント
に係る整備を進める必要があ
る。

〇ボランティアの活用については、教育関
係、福祉関係の学生など様々な分野の方々
に広まっていくと良い。
〇交流及び共同学習については、交流的な
事業の実施は重要であり、継続していくべ
き内容と思われるが、目的を教員間でしっ
かりと持ちながら実施してくことが実施し
た成果の検証をする上でも必要なことと言
える。
〇進路関係については、進路だよりで福祉
事業所等の情報も掲載を通じて、保護者も
考える材料になるので、今後も取組を続け
てほしい。
〇校内支援の中で、検査等のアセスメント
は今現在行っている教育活動の根拠になる
ので大切な視点である。色々な尺度がある
ので、どのようにフィードバックしていく
のか、活かしていくのか連携し、共有して
いきたい。

【現状】オンライン等も活用しながら
巡回相談や支援会議等を実施し、適切
な支援と情報共有を図り、個々の課題
改善・解決に向けて取り組んでいる。
【課題】巡回相談や支援会議等につい
ては、情報共有を行うため、オンライ
ンの活用を含めた対応策を引き続き検
討する必要がある。

校内外支援の充実 ①巡回・教育相談やケース会議
等の実施と校内外支援の情報共
有並びに個々の課題への対応を
行う。（通年）＜支援部・校内
支援委員会＞

①近隣諸学校並びに校内におい
て、適切な支援と情報を共有
し、個々の課題が改善・解決さ
れたか。

①校内支援委員会で児童生徒情報が
適切に共有された。市教委との連携
が適切に行われ、巡回相談実施校と
の連絡調整や対応についての相談等
ができた。巡回ケース数が前年度よ
りも増加し、１ケースにつき３０分
程度の話合いの時間設定も浸透し
た。

Ａ

３

【現状】危機管理マニュアルに基づい
て避難訓練や引き渡し訓練を実施し、
ICT に係る研修等にも計画的に取り組
んでいる。また、感染症対策を徹底
し、教育活動を進めている。
【課題】震災対応や危機管理に対する
教職員の意識を高める必要がある。感
染症対策については、適切な対応と教
育活動の充実を引き続き両立させる必
要がある。

危機管理マニュアルに基
づいた研修の継続及び感
染症対策の徹底及び教育
活動の再開に向けた対応
の工夫

①危機管理マニュアルに基づい
た研修に取り組む。（通年） <
防災管理部、指導部、保健部、
情報教育部>
②新型コロナウイルス感染症対
策の徹底を継続しつつ、教育活
動の再開に向けた方策を検討す
る。（通年）<企画委員会・保健
部> 

①校内研修を計画的に実施し、
周知徹底を図るとともに、組織
的に対応できたか。②県のガイ
ドライン等を基に本校の実態に
合わせた感染症対策が徹底でき
たか。

①今年度より実践に近い訓練にする
ため、「水害対策訓練」「J アラー
ト訓練」を実施した。また、「不審
者対応訓練」「情報モラル・セキュ
リティ研修」「食物アレルギー＆エ
ピペン研修」を計画的に実施し、マ
ニュアルについて周知徹底を図るこ
とができた。
②県のガイドライン等を基に５類移
行後も本校の実態に合わせた教育活
動を展開した。

Ｂ 〇日頃から情報共有を心掛
け、災害発生時や感染症流行
時に迅速に対応できるように
していく。また、有事の際に
活かせる訓練をさらに検討し
ていく。

〇引き続き、行事の精選、業
務の整理、会議の効率化等に
ついて、より効果的な方法に
ついて検討を進める。

〇不祥事防止、根絶に向け
て、教職員一人一人が当事者
意識をもつことができる取組
をさらに工夫し、風通しの良
い職場づくりを進めていく。

〇働き方改革については、マネジメントと
して、やること、やらなくて良いこと、い
らないことの取捨選択が必要だと思う。す
べて取り組んでいくことは、限られた人員
体制の中で無理をきたすこととなるので、
現状把握をしながら精査していくことが必
要と思う。

【現状】会議の効率化やペーパーレス
化が進んできている。ふれあいデーの
定時退勤を推奨するための取組を行う
ことで、教職員のワークライフバラン
スの意識が高まってきている。
【課題】行事の精選、業務の整理等に
ついて、より効果的な方法について検
討を進める必要がある。不祥事防止に
ついての研修を定期的に行い、教職員
の意識を高め続ける必要がある。

働き方改革の推進及び不
祥事防止の徹底

①学校における働き方改革基本
方針を踏まえ、ふれあいデーの
定時退勤をはじめ、時間外在校
時間等の削減に向けた取組や会
議の効率化、電子化等を行う。
（通年）<企画委員会・学校安全
衛生委員会・分掌・学部>
②Ｎ字型の研修をはじめ不祥事
根絶に係る研修に取り組むとと
もに、日頃から注意喚起を行
う。（通年）<企画委員会・教職
員倫理確立委員会>

①教育活動の必要性を踏まえた
上で、ふれあいデーの推進や会
議の効率化等を進められたか。
②不祥事防止を徹底できたか。

①行事や研修の教職員アンケートの
電子化や年度末反省に係る会議の削
減等に取り組むことで、業務を削減
し、定時退勤を意識する教職員が増
え、ワークライフバランスの意識が
高まった。
②不祥事防止を徹底するため、Ｎ字
型研修及び不祥事根絶研修を実施し
た。グループワークも行った。

Ａ



（別紙様式）                                                                             （Ａ３判横）


